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1．調査研究の概要 

 被害が広範に及び、被災した地方公共団
体の機能が著しく低下 

 被災県の災害対策本部の要請等に基づ
き、国が支援物資の調達・輸送を実施 

⇒物資集積拠点における物資の滞留が発生
する等、被災者に物資が適時適切に届けら
れなかった 

東日本大震災の教訓 
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 今後も我が国では、南海トラフ巨大地  
震や首都直下地震等の大規模災害の
発生が予想されている 

⇒内閣府のシナリオでは、東日本大震災
を上回る規模の被害が想定されている 

大規模災害への備え 

 過去の災害における支援物資のロジスティクス全般について分析を行い、課題を 

 整理した上で、必要な支援物資を被災者に適時適切に届けるための体制の構築 

 が喫緊の課題 

物流の視点での問題意識 

 支援物資のロジスティクスの主体となる地方公共団体を対象として、 

  ロジスティクスを円滑に行うための手法に焦点を当てて調査研究を実施 

 特に物流の視点から、地方公共団体の担当者が、災害に備えた事前対策と 

  発災時の対応の両面において活用できる手引きという形で提案を行う 
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 発災直後、地方公共団体の職員自らが支援物資の供給業務を行ったが、物流 

  ノウハウを有しなかったため、集積所における滞留等の課題が生じた。 

出所：㈱日通総合研究所資料 

どの物資がどこにあるか 

不明瞭 

建物内に在庫できず 

外に平置き 

2．支援物資のロジスティクスの課題 

2-1．東日本大震災における支援物資物流の実態 
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 物流事業者が集積所の運営や輸送業務を地方公共団体から請け負うことで、 

  物資の滞留などが解消され避難所までの輸送が円滑化した。 

出所：㈱日通総合研究所資料 

物流事業者が 

ロケーションを管理 

品目毎に整理整頓し 

見える化を実施 

2．支援物資のロジスティクスの課題 

2-1．東日本大震災における支援物資物流の実態 



2．支援物資のロジスティクスの課題 

 支援物資の調達・輸送は、多岐にわたる関係者が連携して活動を行うもの。 

 被災者のニーズ把握から、物資の手配、調達、輸送、保管に至るまでの一連の流れが滞ること
なく機能するか、という観点からの検討が必要。 

 

 

 関係機関が連携し、その活動が滞りなく機能するためには、「情報の共有」「通信手段の確保」
「情報伝達の仕組み、ルールの構築」「使用する帳票の標準化」が必要。 

 発災時に機能しうる拠点の選定と、拠点設備（非常用電源、通信設備など）の強化。 

 物流業界団体や物流事業者との協定締結などにより、発災時に物流専門家のノウハウを活用
することも考慮した体制の整備が必要。 

6 

①オペレーションや体制面の準備状況 

②電源、情報通信機器の整備状況 

③複数の当事者間で情報を共有する方策についての取組状況 

過去の大規模災害における支援物資のロジスティクスの実態等を踏まえた課題、 

対応方策について、関係府省や有識者による検討状況等を基に整理を行った。 

2-2．過去の災害におけるロジスティクスの主な課題 国土交通政策研究vol.111  P11～参照 



 

 発災時に、他の地方公共団体から人員・ノウハウの提供を受ける協定を締結している地方
公共団体は76.1%である一方、物流の業界団体や物流事業者から人員・ノウハウの提供
を受ける協定を締結している地方公共団体は、それぞれ43.5%、27.4%であり、発災時に

は地方公共団体の職員が自ら支援物資のロジスティクスに関するオペレーションを実施す
る場面が想定される。 

 しかしながら、詳細なマニュアルが整備されている地方公共団体はわずか7.2%にとどまり、
円滑な業務運営が困難である可能性が高い。 

 

 避難所や集積所では、非常用電源が配備されているのはそれぞれ26.2%、17.1%で、イン        
ターネットが配備されているのはそれぞれ51.4%、35.3%となっており、電力、通信などが途
絶した状況も考慮したオペレーションの設計が必要である。 
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①オペレーションや体制面の準備状況 

②電源、情報通信機器の整備状況 

既往研究等で指摘された課題に関して、現状における地方公共団体の取り組み状況について 

アンケート（428地方公共団体）・ヒアリング（14地方公共団体）調査を実施し、把握を試みた。 

2-3．アンケート・ヒアリング調査結果からの考察 

2．支援物資のロジスティクスの課題 

国土交通政策研究vol.111  P23～参照 



 

 多くの地方公共団体で、情報を共有する方策が準備されていない。 

 避難所での物資のニーズを把握する際に、物資情報を把握する方法や様式を定めて
いる地方公共団体は、6.3%。 

 物資提供者に物資を要請する際に、伝達ミスや確認漏れを防止し、円滑な輸送を実現
するための統一帳票等を用意している地方公共団体は、4.4%。 

 物資集積所や避難所において、物資の到着予定時間を確認するための帳票等を作成
している地方公共団体は、2.6%。 

 物資集積所や避難所において、到着した物資を開梱し内容物を確認する作業を省略
するための、内容表示ラベル等を用意している地方公共団体は、1.6%。 

 輸送帳票等に記載する物資の数量単位等が物資提供者毎に異なり、在庫管理や入
荷検品等において手間が生じることを防ぐ手段を用意している地方公共団体は、2.6%。 

 特に大規模災害を経験していない地方公共団体では、発災時に起こりうる問題を洗い出す
ことも難しい。 

 発災時に起こりうる問題を解決するための方策の提供が必要である。 

過去の災害における支援物資のロジスティクスの課題や実際の対処方法、 

留意すべき点などを整理し、手引きとして情報提供することが有用である。 8 

③複数の当事者間で情報を共有する方策についての取組状況 

2-3．アンケート・ヒアリング調査結果からの考察 

2．支援物資のロジスティクスの課題 

国土交通政策研究vol.111  P23～参照 
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 本「支援物資供給の手引き」は、過去の災害での支援物資輸送における課
題を整理し、物流ノウハウの観点から、地方公共団体が被災者に支援物資
を適時適切に届けるための手法をまとめたものである。 

 

 アンケート・ヒアリング調査や有識者等からのアドバイスを踏まえ、「発災に
備えた事前準備」と「発災後の対応」の両面において、具体的な事例を交え
つつ、体制の構築や具体的な業務内容等を検討するための材料となる情
報をとりまとめたものである。 

 

  物資の要請者、物資の提供者、物資の輸送者が、本手引きで示している
統一した手法を用いることで、より効率的な支援物資の供給が可能となる。
従って、地方公共団体の担当者等、多くの関係者が、本手引きを用いて支
援物資の供給体制を検討、構築することが望まれる。 

 

3-1．手引きの目的 

3．手引きの概要 

国土交通政策研究vol.111  P34～参照 
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Ⅰ．全体概要編 
 手引きの目的、対象者、 

 使い方を説明 
 

【主な項目】 
手引きの構成 

手引きの使い方 

手引きの対象範囲 

 

Ⅱ．事前準備編 
 災害時に早急に支援物資供給体制を立ち上げ、支援物資
供給を円滑に取り組むための事前準備事項をまとめたもの 
 

【主な項目】 
事前準備編の使い方 

体制の構築 

関係機関との協定の締結 

施設・設備および備品の準備 

災害時の物資供給オペレーションの設計 

維持管理・改善  

Ⅲ．支援物資業務編 
 被災地方公共団体、物資を提供する地方公共団体、企業、
団体、物資を輸送する物流事業者における一般的なオペ
レーションと情報管理の手法をまとめたもの 
 

【主な項目】 
はじめに 

避難所の担当者の業務 

市町村の担当者の業務 

都道府県の担当者の業務 

物資提供者 

輸送者 

都道府県や市町村の集積所管理担当者 

ブッシュ型のオペレーション 

3-2．手引きの構成 

3．手引きの概要 



①オペレーションや体制面の準備状況 

物資輸送体制の整備に課題があり、
発災時には地方公共団体の職員が
自ら支援物資のロジスティクスに関
するオペレーションを実施する場面
が想定される。 

オペレーションの設計や具体的なマ
ニュアルの整備がなされていないた
め、円滑な業務運営が困難である可
能性が高い。 

締結に適する事業者が市町村内に存在しないなどの場
合、都道府県で締結している協定の準用などについて
事前に確認しておく。 

【事前準備編 第3章第5節】 

倉庫のレイアウトや物流動線等について、平時から物流
専門家の協力を得ながら検討、対策を進める。 

【事前準備編 第4章第2節、第4章第3節、第5章】 

体制構築にあたり、民間事業者との協定の締結を推進
する。特に、物流専門家の派遣を要請できる内容とする
ことが重要。 

【事前準備編 第3章第3節】 

具体的な業務手順や、情報の受け渡し方法などをマ
ニュアル化して提供。 

【支援物資業務編 全編】 11 

課題 解決策 

3-3．現状の課題に対する手引きでの解決策の提示 

3．手引きの概要 
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②電源、情報通信機器の整備状況 

③複数の当事者間で情報を共有する方策についての取組状況 

電力、通信などが途絶した状況も考
慮したオペレーションの設計が必要 

発災時に、情報の共有ができないこ
とに起因して発生する問題を解決す
るための方策の検討が行われてい
ない 

各業務の具体的な手順、方法について、電力や通信が
途絶しても機能しうる設計とした。 

【支援物資業務編 全編、各種ツール】 

物資の品目や数量に齟齬が生じないよう、関係者間で
情報を共有するためのツールと物資品目分類表を作成
した。 

【支援物資業務編 全編、各種ツール】 

課題 解決策 

課題 解決策 

3-3．現状の課題に対する手引きでの解決策の提示 

3．手引きの概要 
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 発災直後は、被災地におけるニーズの
把握が困難であることから、「プッシュ型」
の支援が必要である。 

 一方で「プッシュ型」のやみくもな継続は、
被災地での物資の滞留を招くおそれもあ
ることから、被災地の状況を考慮しつつ
「プル型」の支援に切り替えることが必要
である。 

⇒本手引きは、「プル型」の業務を基本とし
つつ、「プッシュ型」の業務については章を
分け、事前に準備すべき事項や業務手順
等を整理した。 

プッシュ型 プル型 

定義 支援物資のニーズ情報が十分に得られない被
災地へ、ニーズ予測に基づき緊急に物資を供
給する場合の輸送方法 

支援物資のニーズ情報が十分に得られ
る被災地へ、ニーズに応じて物資を供給
する通常の物資支援の場合の輸送方法 

業務
概要 

被災直後等、被災地から物資要請やニーズ情
報が到達しない状況でも、概ねの被害状況等
を踏まえて、現地で要望が発生していると予測
される支援物資を緊急に送り込む。被災者数
や引き渡し場所等の可能な限りの入手情報等
に基づき、支援物資を確保し、供給する。 

被災地からの物資要請やニーズ情報に
基づいて、物資の内容、引き渡し場所等
を誤りなく把握したうえで、それに基づい
て支援物資を確保し、供給する 

3-4．プッシュ型とプル型の手引きでの考え方 

3．手引きの概要 

出典：国土交通省関東運輸局「首都直下地震等に対応した支援物資物流システム 」 
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 プル型の業務運営において、業務の効率化を達成しうる業務フロー及び帳票を整理
した。 

 物資の調達・輸送経路は様々なタイプが存在する。 

  東日本大震災における実際の調達・輸送経路については、「国土交通政策研究
vol.111」 P8～、及び本手引き「支援物資業務編」 P4に整理している。 

3-5．業務の効率化を達成しうるプル型の業務フロー 

3．手引きの概要 

「支援物資供給の手引き」 
支援物資業務編 Ｐ2～ 参照 

出荷
連絡票

集積所

要請・調達先 市町村 避難所

避難所物資
担当者

要請受付物資調整

要請・調達

在庫
なし
物資

在庫
あり
物資

ニーズ
調査票ニーズ調査票

とりまとめ結果

物資提供者

とりまとめ
結果の振分

集積所管理
担当者

出荷
連絡票

輸送者

要請
/発注票

輸送者

車両手配

輸送
依頼票

輸送
依頼票

要請
/発注票



帳票名 用途 主な利用者 

物資品目分類表 

支援物資の品目を分類した表。 

この品目分類に基づき物資のニーズ把
握、調達・要請を行う。 

 全ての関係者 

ニーズ調査票 
避難所などからのニーズを把握し、連
絡する際に用いる。 

 避難所物資担当者 

 要請受付担当者 

要請／発注票 
物資提供者に対して物資の要請や発注
を行う際に用いる。 

 要請・調達担当者 

 物資提供者 

輸送手配票 
輸送を委託する輸送事業者に車両の手
配を依頼する際に用いる。 

 輸送管理担当者 

 輸送者 

出荷連絡票 

出荷や荷受に必要な、物資の総重量、
荷姿、納入予定時間、車両情報等の情
報を、関係者間でやり取りする際に用
いる。 

 要請・調達担当者 

 物資提供者 

 輸送管理担当者 

 輸送者 

内容表示ラベル 
物資に貼付し、内容を容易に把握する
ためのラベル。 

 物資提供者 

 集積所管理担当者 

過去の災害では、関係者間で物資の品目や数量に 

齟齬が生じ、混乱が発生。物資の滞留が生じた。 
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手引きの内容を具体化し、情報の一元化・共有化を 

目的としたツールを作成し、解決を図った。 

3-6．手引きの内容を具体化したツールの作成 

3．手引きの概要 

国土交通政策研究vol.111  P38～参照 

電力・通信網が途絶した場合も考慮するとともに、特にプル期において業務の円滑化、省力化を目的として、エク
セルで作成した場合には、帳票間のデータがリンクするように設計した。（プッシュ期・プル期の対応はP16を参照） 
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電力・通信網が途絶した場合も考慮するとともに、特にプル期において業務の
円滑化、省力化を目的として、エクセルで作成した場合には、帳票間のデータ
がリンクするように設計した。 

プッシュ期 プル期 

ツ
ー
ル 

情
報
通
信 

電
力 

物
資
供
給 

発災後、多くの地域で途絶し 
次第に回復していく 

多くの地域で復旧し、 
情報機器が利用可能となる 

緊急性の高い水・食料など 
ニーズを待たずに送付する 

多様化するニーズに合わせ 
必要な物資を供給する 

電力・通信の途絶を考慮し、 
手書きや手渡しでの運用を 

想定 

インフラの回復と、多様化 
するニーズへの対応で作業 
量が増加することを考慮し、 
エクセルなどでの運用を想定 

プッシュ期・プル期の両時期に対応できる、紙ベースでの運用も可能なツールとした。 

3-6．手引きの内容を具体化したツールの作成 

3．手引きの概要 
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【過去の災害における実態】 
 避難所毎に物資要請の方法、物資の品目、数量単位がまちまちとなり、ニーズの正確な把握や複数の避難所
のニーズの集約に多大な労力を要した。 

 

【本ツールの特長】 
 物資品目分類表と合わせて活用し、必要とされる物資の情報を一元化することで、的確なニーズの把握が可能
となる。 

避難所で記載 

3-7．ツールの例 ①ニーズ調査票 

3．手引きの概要 

記入例 

「支援物資供給の手引き」 
支援物資業務編 Ｐ11～ 参照 
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【過去の災害における実態】 
 地方公共団体から物資提供者への物資要請時、物資の品目や単位などで齟齬が発生し、本来要請していた
物資とは異なる物資が提供された。 

 

【本ツールの特長】 
 物資品目分類表と合わせて活用し、必要とされる物資の情報を一元化することで、誤発注や重複発注を回避で
きる。 

地方公共団体が記入 

3-7．ツールの例 ②要請／発注票 

3．手引きの概要 

記入例 

「支援物資供給の手引き」 
支援物資業務編 Ｐ20～ 参照 
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【過去の災害における実態】 
 物資の輸送に必要な、納入先住所や、物資の総重量や荷姿等の情報が、的確に輸送者に提供されず、車両
の手配に手間取り、物資の輸送が滞った。 

 

【本ツールの特長】 
 物資の総重量や荷姿について的確に輸送者に情報提供するとともに、輸送者からの輸送車両情報の提供時
にも活用が可能。 

 業務の省力化を目的として、他の帳票に入力した内容が自動的に反映される仕組みとした。 

地方公共団体が記入 

（発注/要請表、出荷連絡票
に入力した内容が反映） 

輸送者が記入 

（出荷連絡票に入力し
た内容が反映） 

3-7．ツールの例 ③輸送手配票 

3．手引きの概要 

記入例 

「支援物資供給の手引き」 
支援物資業務編 Ｐ18～ 参照 
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地方公共団体などから物資提供者へ物
資を要請・発注する際に使用する。 

【メリット】 

必要とされる物資の情報に関して齟齬が
発生するのを防止できる。 

【過去の災害における実態】 
 物資提供者、地方公共団体、物資輸送者の間で、物資の総重量や荷姿、到着予定時間や車両情報等、物資
の輸送や荷受に必要な情報が共有されず、調整や確認に手間取り、輸送や荷受に支障が発生。 

 結果として物資の滞留を招いた。 

 

【本ツールの特長】 
 物資輸送において必要となる情報を、発注者、物資提供者、輸送者で共有することが可能。また、物資の送り
状、受領書としても活用することが可能。 

 業務の省力化を目的として、他の帳票に入力した内容が自動的に反映される仕組みとした。 

地方公共団体が記入 

（発注/要請表に入力し
た内容が反映） 

物資提供者が記入 

輸送者が記入 

（輸送手配票に入力し
た内容が反映） 

3-7．ツールの例 ④出荷連絡票 

3．手引きの概要 

記入例 

「支援物資供給の手引き」 
支援物資業務編 Ｐ33～ 参照 
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【過去の災害における実態】 
 物資の外装に、内容物の詳細が記載されておらず、箱を開けて検品する作業が頻繁に発生し、集積所での物
資の滞留を招いた。 

 

【本ツールの特長】 
 物資の提供時に、外装に物資の詳細について表記が無い場合に使用。提供者側で貼り付けることで、被災地
での検品作業を回避することが可能となる。 

物資提供者が記入 

3-7．ツールの例 ⑤内容表示ラベル 

3．手引きの概要 

記入例 
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【過去の災害における実態】 
 物資の呼称や、物資の単位が人により様々あり、関係者間で物資の品目や数量の確認、調整に時間を要し、
物資の供給が滞った。 

 

【本ツールの特長】 
 東日本大震災時に、実際に供給された物資を基に経済産業省が作成した分類表を改良。災害発生直後から
ニーズが発生する重要度が高い物資について、利用者が認識しやすい太字表記にすることで、使いやすさを向
上させた。 

3-7．ツールの例 ⑥物資品目分類表 

3．手引きの概要 

発災直後に 

実際に要請が
あった物資を 

太字で表記 



○当研究所のホームページに掲載 

○学会、業界を通じた周知活動の実施 

○関係府省・地方公共団体の検討材料として活用いただく 

○実際の防災訓練等で使用いただく 

23 

4-1．手引きの展開について 

地方公共団体からいただいたご意見や、地方公共団体におけ
る物流専門家の活用状況、備蓄物資の品目の変化（アレル
ギー対応食品の強化等）を踏まえながら、手引き・ツールの改
良を進めていく。 

4-2．手引きの更新について 

地方公共団体の担当者にとっての有用性を高める 

4．手引きの展開と更新について 


